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人的資本経営に求められる人事のあり方
～  個人のキャリア形成と人材の流動化を  
同時に実現する

コロナ禍を経て、人々の働き方に対する考え方や働きがいへの価値観が変化していくなか、企業における人的資本経営が
重要性を増しています。令和4年5月には「人的資本経営の実現に向けた検討会報告書～人材版伊藤レポート2.0～」が
公表され、経営戦略と人事戦略の連動をはじめ、資本としての人材を活かし育てるための方法論が提示されました。
人材を活かすために社内人材の流動化を促し、日本企業が実のある人的資本経営を進めるために何が必要か。野村ホー
ルディングス株式会社グループ人事戦略兼人材開発担当の吉田 俊哉 氏、パーソルホールディングス株式会社執行役員 
CHROの美濃 啓貴 氏、KPMGコンサルティングの油布 顕史の3名が鼎談します。

所属・役職は、2024年2月時点のものです。
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「自分のキャリアを自分で作る」
を実現する、人材配置のあり方

油布　まずは、各社の人的資本経営に関
するコンセプトについて教えてください。

吉田　野村グループは、野村グループの
人材が、さまざまな不確実性を伴う社会
課題に対して最適解を提供するプロフェッ
ショナル集団として、付加価値を最大限
に発揮し、生産性の向上と新たな価値の 

創造、リスク管理の高度化を追求し続け
ることを目指しています。このために、「挑
戦」「協働」「誠実」という共通の価値観
を前提に、採用・育成・評価・配置登用と
いう人材マネジメントサイクルを差別化
し、またDEI（Diversity, Equity & Inclusi

on）・多様な働き方・ウェルビーイングを進
化させてきました。結果として、人材が業
務を通じて実現する知識創造プロセスが
加速され、野村グループが提供する付加
価値がさらに強化されていくという好循環
が生み出されると考えています。

美濃　当社のビジョンである「はたらい
て、笑おう。」は「はたらく個人」に目を向け、
「自分の�はたらく�は自分で決める」世界
を実現することを狙いとしていますが、当
社の社員一人ひとりも「はたらく個人」に
ほかならず、社員自らもこの世界観を実現
できるよう、先進的な人事制度・人事施策
に取り組んでいきたいと考えています。こ
の考え方を人事ポリシーとして、「�ADVAN

CED HR SHOWCASE�」と呼んでいます。

油布　ありがとうございます。では本題に
入ります。
　近年、働き方が柔軟になってきたことで、
ある問い合わせが多く寄せられるようにな
りました。時短勤務や地域限定など働き
方の自由を認めれば、社員にとってはウェ
ルビーイングが高まることになり、より働
きやすくなる一方で、会社としてはビジネ
スを推進する人材配置に支障をきたすよ
うになるというものです。これは現場、特

に営業から苦言を呈されるようです。
これまでの人材配置の考え方は、ビジネ
ス対応というパズルがあり、柔軟に形を変
えることができる「正社員」というピースを
はめ込んでいました。しかし、今後「私の
ピースは三角です」や「私は四角です」と
いった個人最適な働き方を認めると、この
パズルがきれいに埋まらなくなりビジネス
にうまく対応できなくなる気がしています。
この問題は、日本企業で今後さらに大きく
なってくるでしょう。でも、私はいずれ認め
ざるを得なくなると思っています。

吉田　かなり悩ましい話です。たとえば、
この数年言われている「ジョブ型」の人
事を教科書どおりに実行しようとすると、 
三角なら三角、四角なら四角のジョブ・
ディスクリプションを詳細に定義し、「この
ジョブは四角のなかでも正方形です。こっ
ちのジョブは三角でも二等辺三角形です。
そこに合う人は誰ですか」としなければ 

ならないのかもしれません。でも、我々は
そこまではやっていません。

油布　ジョブ・ディスクリプションを作って
いないということでしょうか？

吉田　いえ、当社もジョブ型的な人材
マネジメントを推進していて、ジョブ・
ディスクリプション、いわゆる JDも定
義し、業務ポジションに応じた報酬
設計も行っていますが、当社の場合
はもう少し大きな括りなのだと思い
ます。特に当社のような証券会社は、
人材の流動性がもともと高い業界の
ため、ウェルス・マネジメントやトレー
ディング、M&Aアドバイザリーといった 

業務の役割は詳細に定義せずとも業界
スタンダードとして確立されているケー
スが多いですし、役割に応じた報酬水準
の業界におけるベンチマーク分析も従
前から行ってきました。一方、各業務ポ
ジションにおいて、どういう強みを活か
してパフォーマンスを発揮するかは人そ
れぞれです。なので、各業務ポジション

に求められる役割の概要を JDとして
定めておいたうえで、それに基づいて
十分に知識と経験が豊富な外部人材
を探して採用する場合もあります。スキ
ルや経験の要件を加筆した JDを社内
公募に掲載して、新しいキャリアに挑
戦したい社員を募る場合もあります。 
あるいは、社員がキャリア・デザイン・
シートに記載するキャリア希望、本人の
経験とポテンシャル、人材を募集してい
る業務ポジションの JDにマッチするか
を見定めて、所属組織と求人組織の双
方合意のもとに社員を異動させる場合
もあります。

油布　このキャリア・デザイン・シートは、
各人が持っているスキルを明記しておき、
「ここに行きたいです」と希望を出すと 

いうイメージでしょうか。

吉田　そうですね。当社グループでは、こ
の3～4年、社員のキャリア自律を推進し
てきました。そこで先ずは「ノムラ・キャリ
ア」、通称「ノムキャリ」という社内公募を
相当広げてきました。今では、社内公募が
出ると、「今回はどの部署がどんな公募を
するんだ」と、多くの社員が注目するよう
になっています。特に、日ごろ自分のキャ
リアに悩んでいる人は「今度、これに手を
挙げてみようかな」となります。あるいは、
社内公募のJDに記載されているスキル要
件、たとえば「コーディングができたほう
がいい」とか「英語は必須」などといった
記載を見て、「ちょっと実力が足りないか
ら、もっと自己研鑽しよう」などを考える
きっかけにもなっています。
　そして、この社員のキャリア自律を更に
推進するために新設したのがキャリア・ 

デザイン・シートです。社員は毎年、「自
分はこうしたキャリアを歩みたい」とい
う希望や計画をこのキャリア・デザイン・
シートに記載して、直属のマネージャーと
会社に共有し、また直属のマネージャー
は社員の希望や計画にアドバイスする仕
組みです。ここに記載された社員の希望
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や計画と、本人の経験、適性やポテンシャ
ル、組織の要員計画次第では、所属組織
の担当役員やマネージャーの合意のもと、
社員を異動させることもあります。

油布　社内人材の流動化というわけです
ね。それが機能しているということは、そ
れだけの数のポジションを公募していて、
さらにその公募掲示板を多くの社員が見
ているということなのでしょうか。

吉田　そうです。今、ものすごい閲覧数に
なっています。

美濃　パーソルの無期社員のうち、公募制
度の対象となる社員は約3万人ですが、社
内公募サイトのページビュー (PV）は約3万
あり、かなり多くの社員が見ていますね。

油布　おふたりの会社はどちらも、人材
の流動化を促す施策がきちんと機能して
いるように思えます。日本人は、「自分の
キャリアは自分で作る」という意識がまだ
低く、人事異動は「自分はその部署に適
用不可だから外に出される」と感じる人
が非常に多い。そうすると、人事異動を嫌
がるようになりますよね。でも、おふたり
の会社は、全員ではないにしても異動を
ネガティブに捉えられてはいないような印
象を受けます。

吉田　そんなことはありません。当社グ
ループにおいても、必ずしも全員がキャ
リア希望を叶えられるわけではありま
せんし、不満をもつ方もいるかもしれま
せん。一方で、キャリア自律と人材の多
様性を推進してきたためか、「どこの部・
どこ支店に異動したから将来有望なは
ずだ」というような古典的な日本のメン
バーシップ型ローテーションの概念は
かなり希薄になったと思います。最近、
「異動ガチャ」という言葉を耳にするよ
うになりましたが、我々としても、後か
ら「異動ガチャ」と言われるような異動
は最終的にゼロにしたいと思い、この 

4年、かなりこの方向に舵を切っています。

人材の活性化を促す
社内公募の仕組み

油布　「異動ガチャ」と揶揄する人たち
の多くは、異動に不満を持っているから
なのでしょうね。そういう異動にネガティ
ブな人にはどのように対処しているので
しょうか。

吉田　キャリア・デザイン・シートには、
「将来こうなりたい」「こういう業務をし
たい」という希望の表明に加えて、たとえ
ば「この業務を続けたい」「ここの勤務地
から離れたくない」という意思表示を行う
ことも可能にしています。会社としては可
能な限りこうした意思表示を尊重するよ
うにしていますが、もしそれでも本人の意
志に反するような異動が必要な時には、
本人に対して異動の主旨をしっかり伝え、
納得してもらうようにしています。ちなみ
に、本人の意思に反する異動というのは、
本人は意識していなかったけど実は本人
のキャリア希望のために望ましいという
ポジティブな場合もあれば、現実的には
本人の意思と業務に求められる要件が必
ずしもマッチしない場合もありえます。後
者の場合は特に、所属部署と異動先の部
署の双方から本人に対してコミュニケー
ションをしっかりとやってもらいます。

美濃　パーソルは、本人主導が7割、会
社主導が3割くらいのバランスにしてい 

ます。パーソルグループのグループビ
ジョンは「はたらいて、笑おう。」そのなか
に「自分の�はたらく�は、自分で決める」
というポリシーがあります。ですからキャ
リア自律、パーソル風に言えば「キャリア
オーナーシップ」をすごく大事にしていま
すが、これは社内公募制を前提としたも
のです。一方で、エグゼクティブ層の異動
は会社主導で政策的に行っています。

油布　本人主導7割、会社主導3割のバ
ランスにしたのはなぜでしょうか。

美濃　事業のサイロ化を防ぐためです。人
材育成や人材交流の観点からも、私自ら
毎年100人くらいのグループ会社エグゼク 

ティブ層と面談し、そのなかの10人くらい
を目標に異動させています。最近では、各
社の将来の幹部候補を推薦してもらい「30

代タフアサイン」も始めました。現在のエ
グゼクティブ層は40代50代が中心で、30代
を育てていかないと、10年後のリスクにな
るということで、30代にいろいろなことを
経験させ、育成していこうというものです。
　また、さきほどパズルの話がありました
が、パーソルにもアサインされた仕事と能
力や適性がマッチしない社員というのはい
ます。でも、パーソルが大事にしているの
は、まずは本人の意思、次に現場の意志
です。この2つの意志を尊重する意味でも、
異動は人事部の力で動かすのではなく、 
現場から「この人を異動させたい」という
要請が来てから、あるいは現場に「動かし
てもいい」と納得してもらってから行うよう
にしています。とはいえ、「この人の成長の
ため」、あるいは「事業の問題解決のため」
と都度コミュニケーションし、説得して人
を動かすのは、かなり手間がかかります。

油布　現場に異動させてもいいかどうかを 

確認してしまうと、そこの上長が断りそう
な気がします。優秀な人ほど手元に残した
いと思いますからね。そこを説得し、納得

吉田 俊哉 氏
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してもらう。確かに、それは手間がかかり
そうです。

美濃　そこは、人事の腕の見せ所です。丁
寧にコミュニケーションを重ねて現場に腹
落ちしてもらうことが大事です。また、逆
に社内公募制は上司のブロックがかから
ないようにしています。上司ブロックがあ
ると、個人も安心して社内公募に応募出
来ませんからね。

油布　そうやって社員の意見を尊重する
と、人気がない部署はどんどん人材が流
出して、人気がある部署は流入することに
なり、会社全体としての人員配置のバラン
スが崩れそうな気がします。それは、人事
として問題視していないのでしょうか？

美濃　ずっとモニタリングしていますが、
意外にバランスが取れています。最初は採
用できればうれしいけれども、引き抜かれ
たら困るということで、組織維持の為の輩
出制限を決めていました。しかし数年モニ
タリングする中で、そこまで心配する必要
が無いという機運が高まりました。

吉田　野村では、毎回の社内公募で流出
する部門と流入する部門が明確に分かれ
ます。たとえば、特定の部署から公募に何
人もが同時に手を挙げて、全員合格して
しまうようなことが起きたりします。その
結果、「何で合格させたんだ」と言う人や、
「こういう制度は反対だ」とまで言う人が
出てきます。

油布　そういうことはどこでもありますよ
ね。反対する人には、どのようにして納得
してもらっているのでしょうか。

吉田　会社として「明確な信念を持って
やっている」と話しています。また、「社内
公募に手を挙げるような人がそのままそこ
にいたら、そのうちやる気をなくして辞め
ていく」ということも言い続けていますし、
実際に退職予定者にインタビューするとそ

うした声が頻繁に聞こえてきています。
　ただ、現実にも向かい合わないといけ
ません。「社内公募制度などはなくすべし」
という声を少なくし、社内公募制度を継続
していくために、社内公募のタイミングを
工夫しました。具体的には、4月1日付で
社内公募をやると、だいたい誰がどこの
部門のどの部署から出ていくのかが事前
に分かりますから、人数が減る部署には
社員のキャリア・デザイン・シートの記載
を参考に4月1日付の定期異動として部門
内の要員調整を並行して検討するという
仕組みです。

油布　部門内で要員調整するわけですね。

吉田　そうです。もちろん部門を跨いだ要
員調整もなくはないですが、社員のほう
も、部門内の異動は普通にあり得るとい
う前提で入社してきているうえ、キャリア・
デザイン・シートにおいてもこうした部門
内の異動を排除しない、むしろ希望する 

社員はなお多いです。そこで、部門内の
ローテーションのタイミングと、社内公募
の合格・異動のタイミングを合わせるよう
にしました。そうした大規模な4月1日付
の社内公募とは別に、通年の社内公募も
行っています。そちらはスキル要件をかな
り特定したものに限定しているため、結果
として特定の本社部署間の異動がメイン
となり、業務運営に支障が出にくいように
設計しています。

異動のネガティブイメージを
変える丁寧なコミュニケーション

美濃　パーソルはM&Aで大きくなっている
会社なので、ステークホルダーがたくさん
いますし、会社によってそれぞれ文化も違
います。また、当時はトップの一声で強引
に進めることも出来ませんでした。そこで、
組織に事業棄損が生まれるほどの人員輩
出がある場合は経営判断で制御できると
いうルールを設けました。社員にも、組織
維持をする上で特別な配慮が必要と判断

された場合は異動見送りになる可能性が
ある旨、開示しました。このルールは徐々
に制限を緩め、現在は撤廃しています。

吉田　なるほど。公募に合格しなかった
社員は、「自分はその上限制限に引っ掛
かったから駄目だったんだ」と思うかもし
れませんね。

美濃　そういう仕掛けです。さらに、新規
で買収した会社や経営統合したばかりの
会社は、過剰な輩出をおさえるため、輩出
の上限を設定できるようにしています。特
に20人～30人という小さな会社は1人抜
けるだけでインパクトが大きいので、こう
いった仕組みをうまく活用しながら制度
運用しています。最初はみんな、疑心暗鬼
だったと思います。でも、実際にやってみた
ら、適度にバランスが取れている。ですか
ら、今ではどんどんルールを撤廃して、より
フリーにしていく方向性で進んでいます。

油布　公募制を活用しての人材配置とい
う施策はフェアで非常にいいと思います。
一方で、公募に不合格だった人へのフォ
ローが気になります。「政策的に駄目だっ
た」とか、「今回はニーズに合わなかった」
といった話は、上手に説明しないと本人に
きちんと伝わらないような気がしますが、ど
のようにフォローされているのでしょうか。
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美濃　パーソルはかなり密に、丁寧に
フィードバックしています。「今回はご縁
がなかったけれど、こういう経験を積ん
でくれたらあり得るかもしれない」と言う
だけでなく、「違う事業のこういう仕事に
チャレンジしてみてはどうか」というよう
なアドバイスもします。

吉田　そういったフォローも人事が担当
するのでしょうか？

美濃　選考した側の面接官 (管理職 )と
人事が対応しています。人材はグループ全
体の資産なので、お互いにフォローし合う
形です。ただし、輩出元の人事は基本的
に関わらないことになっています。

油布　フィードバックは、受入れ側の事業
部長と人事が「こういうことにしよう」と 

相談してフィードバックするという感じな
のでしょうか。

美濃　基本的にはそのポリシーでやって
います。「グループの社員のため」という
目的の元、各社の人事で丁寧にチェックさ
れたフィードバックコメントが、対象とな
る社員に必ず届く仕組みになっています。

吉田　漏れなく全員にフィードバックをす
るのは、理想的だと思います。不合格者
に対してフィードバックを行うことで、その
後の社員の能力開発やエンゲージメント
を高めることもできますし、別のポジション
を紹介することも可能になりそうですね。
当社では現状は限定的なフィードバック
になっているため、パーソルさんのお話を
参考にフィードバックをさらに充実してい
きたいと思います。

人事、コンサル、シェアードサービス、 
会社により異なるHRBPの役割

油布　最近、日本企業でも事業部門の
成長を人と組織の面からサポートする
HRBPが注目されています。HRBPは事

業のことを理解し、事業部のニーズに 

スピーディーに応えなければなりません。
一方、人事領域に特化した経験の長い
HRBPは場合によっては事業部の短期的
利益のために「都合よくつかわれてしま
う」とも言われています。

吉田　野村の場合、日本国内の HRBP

には、HR経験の長い人と、ビジネス出身
の人がいて、割合は半 く々らいです。日本
ではまだ HRBPという役割が発展途上
で、戦略アドバイスには、人によってかな
り差があります。部門長がHRBPから戦
略アドバイスを求めたいとき、事業部か
ら来たHRBPの方がビジネス前提の理解
は早く、壁打ちの相手としての役割を通
じた問題発見は得意ですが、HRとしての
高度な専門性を活かした解決策の提示
や正確なプロセス処理となると難易度は
高くなってしまうかもしれません。一方、
HR経験の長いHRBPは、逆に専門性を
活かした具体的な解決策の提示や正確
なプロセス処理は得意かもしれません
が、ビジネス環境の深い理解を前提とし
た問題発見のサポートとなるとハードル
が高くなってしまう面もあります。
　一方で、当社の海外拠点のHRBPは、
特定のビジネス領域に特化したHR経験
も長く、HRとしての専門性とビジネス理
解のバランスが取れた人材が多く、ビジ
ネス部門のヘッドとも対等に会話ができ
ています。シニアなHRBPになると、ビジ
ネス部門の責任者のすぐ隣の部屋に座
席をもっていて、部門の戦略的な会議に
も当たり前に参加するという感じです。

油布　パーソルではどうでしょうか？

美濃　パーソルグループにはホールディン
グス内にグループ人事の機能があり、ま
た、その下の事業の階層にも事業ユニッ
トごとの人事がいます。さらに事業傘下
の個社にも個社人事がいます。社員が
5,000人くらいいる会社の場合は事業人
事もありますが、だいたいは個社人事の

単位で採用、評価、管理、育成、労務を
担います。そのあたりは野村ホールディン
グスさんのHRBPとはかなり違うような
気がしますね。

油布　人事というと、従来は本社が全部
仕切っていました。今、HRBPと呼ばれ
ているのは事業部のビジネスに人事の
観点で貢献できる人です。HRBPの要員
配置は、人事部門の人に事業部へ行っ
てもらう場合と、事業部出身の人に人事
の知識を得てもらう場合の2パターンが
あります。

美濃　パーソルは後者です。事業部出身
者に人事を学んでもらいます。

吉田　御社ではいろいろな会社を買収し
ていますが、そのすべてを見る人事の方
が本社にいて、彼らが個社の人事に関す
ることをシェアードサービス的に提供して
いるのでしょうか。

美濃　そうです。ペイロールやタレント
マネジメントシステム、人事データベース
などのサービスをグループ人事が提供し
ています。また、人事的なトラブル発生時
や、人事制度変更時は、労務室がサポー
トします。私が直接的に見ているグルー
プ人事とは、人事コンサルの機能、労働
政策の監督する機能、ペイロールシェ
アード機能をすべて兼務するような位置
づけになります。

吉田　買収した会社は、一緒のグルー
プになっても、就業規則もシステムの 

設計なども違いますよね。美濃さんは、
そこを擦り合わせていく立場という感じ
でしょうか。

美濃　そうです。やっていることは PMI

（Post Merger Integration）ですね。1年
に2つから3つは会社の合併があるので、
サブコンサル的に制度統合をサポートす
るようなこともしています。
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吉田　その際、個社ごとに戦略的な部分
も残していらっしゃるのでしょうか。

美濃　はい。採用も評価も、各社にダイレ
クトにやってもらっています。育成はグルー
プ研修と、事業ユニットや個社の研修があ
りますが、全体で共通するような研修や新
任管理者の研修、選抜型の交流研修など
はグループで提供し、実務研修は個社ごと
に実施しています。

ステークホルダーの拡大ととも
に変わりゆく「人事」という仕事

油布　従来の人事部門では、オペレー
ションを安定的に運用できる人が優秀だ
とされていました。でも私は、今の人事部
門に必要な人材とは、自分で問いを立て、
それを経営層に提案できる人ではないか
と思っています。そこで最後に、今後、人
事部門をどういうふうに強化すべきか、あ
るいは人事部門のあり方についてお聞か
せください。

吉田　オペレーションは変わらず大事な
ことです。たとえば社員に給料が支払わ
れない、評価が正しくないといった人事の
ミスの影響はとても大きいものです。です

から、オペレーションを「正確に」行うとい
うところは変わりません。そのうえで、人
事部門のアドバイザリー能力を強化すべ
きだと思っています。理想は、HRBPの全
員が人事にもビジネスにも詳しくて、どち
らに関してもアドバイスができ、その結果、
会社の企業価値が高まっていくことです。

油布　ありがとうございます。美濃さんは
いかがでしょうか。

美濃　私は、経営パートナーでありなが
ら、ものすごく社員思いでもあるという形
を目指していきたいと思っています。ギリ
ギリの選択を迫られたら、経営陣に応える
のではなく、社員のためになることをやろ
うというのが、自分のなかではずっと決め
ていることですね。これは、私がCHROに
なった時に、当時の社長で現会長の水田
に言われたことでもあります。「美濃、1つ 

だけ忘れるな。おまえの客は社員だぞ。
事業部長でも役員でもない。おまえが社
員のために『これがいい』と思ったことをや
れ。経営陣が言うことは無視しろ」と。実
際にはいつもバランスを取っていますが、
迷った時には社員を取ると決めています。
　人事は、給与計算や法令順守だけでな
く、労務担当のような業務もやらなけれ

ばいけません。社員に対しての見方は、採
用や人材開発の人が見ている社員と、人
事労務をやっている社員とではだいぶ違
います。人材をうまく循環させることがで
きれば、より社員を、事業を愛せるように
なるのではないかと思っています。

吉田　投資家の観点も重要です。投資
家が期待しているのは、優秀な人が集
まって、育って、彼らがいきいきと働いて、
成果を残し、もっと大きい仕事をやり、
もっと優秀な人が集まるという好循環を
持続し、強化していくことだと考えてい 

ます。HRのクライアントは、確かに社員、
課長や部長、経営層ですが、結果として会
社が良くなっていることを投資家にも理
解してもらう必要があります。このことも、
今後は大事になってくると思います。

油布　これからの人事は、対象となるス
テークホルダーがどんどん増えていくこ 

とを想定して貢献できる価値を考える 

必要がありますね。社員がいて、事業部、
経営層、投資家と増えていって、仕事の 

スピードが上がり、多様化する。舵取り
が大変ですが、人的資本経営を推進する 

中核としてやりがいのある仕事だと思い
ます。本日はありがとうございました。
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